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要旨 

本稿では DST 理論を援用し，63 名の学生が 3 年 1 か月を通じて産出した作文を研究対象

に，文字数に基づく平均文長，文節数に基づく平均文長，MDD と MHD を文の統語的複雑

さの変化を測る指標として分析を行った。結果，以下の 4 点が明らかにされた。第一に，4
指標はいずれも中国人日本語学習者の通時的作文データにおける統語的複雑さの経時変化

を有効に測定できること。第二に，moving min-max graph や CPA 等から，文字数に基づく平

均文長を除くほかの 3 指標の発展パターンはより似ていることがわかったこと。第三に，文

字数に基づく平均文長が後半になると，ほかの 3 指標と負の相関に転じたのは，認知資源の

配分のアンバランスがその原因であること。第四に，4 指標に現れた傾向は，システムにお

ける各変数の共働作用による調整と，突然の変化がもたらす現段階のアトラクター状態か

ら次のアトラクター状態への移行の繰り返しであり，これは第二言語習得のプロセスの特

徴でもあること。 

 

１．はじめに 

最初は物理学で時間とともに変化し続けている複雑なシステムの研究に応用されてきた

ダイナミック・ システムズ理論（Dynamic Systems Theory，以下は「DST 理論」）は，現代

制御理論の発展によってその研究対象が徐々に一般的なシステムに拡大されていった（沈・

呂 2008）。Larsen-Freeman（1997）は DST 理論の誕生する土壌をなしたハイゼンベルクの

不確定性原理の提出とダイナミック・ システムの孕む予測不可能性という特徴がニュート

ンから確立されてきた線形論，簡略化論，還元論に基づく研究パラダイムを打破したと主張

している。また，DST 理論はダイナミック・ システムにおける各変数がいかに互いに影響

し合うかを究明することに重点を置き（蘇 2018），DST 理論から見たダイナミック・ シス

テムの特徴として非線形性，自己組織性，ダイナミック性，適応性などが挙げられた（Larsen-

Freeman1997；鄭 2011，2015，2017；小山 2015；郭・朱 2022）。 

その特徴を踏まえ，Larsen-Freeman（1997）がダイナミック・システムと言語発達プロセ

スとの類似性に言及し，初めて DST 理論を第二言語習得研究への応用を主張した。De Bot 

et al.（2007）は，第二言語の発達プロセスを変化しつつあるダイナミック・ システムとし

て見なし，その構成部分である語彙，文法，音声といったサブシステム間の相互作用や環境

の変化がダイナミック・ システムの再構築をもたらすと述べている。DST 理論の第二言語

習得研究への適用性が，中国国内のそれに関連する研究に携わる学者たちの検証によって

広く認められたゆえ，DST 理論が用いられた第二言語の発達プロセスに対する研究が盛ん

に行われてきた。 

一方，Wolfe⁃Quintero et al.（1998）が正確さ（accuracy），流暢さ（fluency）と複雑さ（complexity）
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を第二言語の習得状況を測るための 3 つの重要な側面であると提出して以来，この 3 つの

側面における具体的な指標を用いて第二言語学習者の習得状況を研究する動きも学界で広

がった。その後，いくつかの指標で第二言語の発達プロセスを測り，その変化と特徴を把握

しようとする従来の研究に DST 理論が応用され，二つの研究パラダイムが融合し発展して

いった。 

 

２．先行研究 

DST 理論の下で行われた第二言語の発達プロセスへの中国側の研究のうち，一番多い割

合を占めているのは中国人英語学習者の言語能力の発達プロセスに対する研究であり，中

国人日本語学習者に焦点を絞った論文はまだ少なく，陳・尤（2023）と郭・朱（2022）の 2

本しかない。そのうち，郭・朱（2022）の結論と研究方法には再検討する余地のある点が 2

つ残っていると思われる。 

まず，郭・朱（2022）では，学習者の作文の統語的複雑さを測るための 4 つの指標として，

エラーのない T ユニットの数（the number of error-free T-units，以下は「EFT」），エラーの

ない T ユニットの延べ字数（the number of words per error-free T-unit，以下は「EFT 延べ字

数」），複雑な名詞文節の数（the number of complex noun phrases，以下は「CN」）と名詞を

修飾する部分の長さが挙げられたが，EFT と EFT 延べ字数，CN がテキストの長さとも緊密

な関係にあり，テキストが長ければ，上述した 3 つの指標も大きくなるのである。しかし，

この研究の本文には学習者が字数制限のもとで作文を完成させたとの説明や，学習者が産

出した 120 本の作文の文字数に関する情報が載せられていないため，学習者の文の統語的

複雑さが増したのは，学習者の言語能力の上達に伴った現象なのか，それともただテキスト

が長くなったことが原因なのかははっきりと言えないと考えられる。そして，各指標の計算

方法（郭・朱 2022：118）と Lee（2006：402）で紹介された正確さの指標から，EFT と EFT

延べ字数は学習者が産出したテキストの複雑さではなく、正確さを測っていることが伺え

る。さらに，本文には「C の EFT 延べ字数がまず減少し，その後上昇に転じた傾向を示す

のは，図 5 の C の EFT の数が減ったという傾向とは異なる。これは C の一つの T ユニット

に含まれる文法の間違いが増えたものの，文の長さが増し，作文を書く際により自由に日本

語を操るようになり，日本語で表せる内容が増えたからである」（郭・朱 2022：123，筆者

訳）という説明が見られるため，作者自身も EFT がテキストの長さと正確さによって左右

され，単に統語的複雑さを測定できないことを認識できているようである。以上より，EFT

と EFT 延べ字数，CN は中国人日本語学習者の作文の統語的複雑さを反映できる指標と言

えないという結論に至った。 

また，日本側の研究に視線を転じ，日本語学習者の書き言葉を分析対象とする研究には

Komori et al.（2019）と李ほか（2023）がある。まず，Komori et al.（2019）は，大学二年生

と三年生の作文を対象に，平均依存距離（mean dependency distance，以下は「MDD」）と平

均階層距離（mean hierarchical distance，以下は「MHD」）を利用し実証実験を行ったところ，

MHD のほうが大学二年生と三年生，二年生と母語話者，三年生と母語話者の 3 つの組み合

わせでいずれも統計的な有意差が確認されたのに対し，MDD は二年生と母語話者の間でし

かわずかな有意差が確認されなかった。そのため，MHD は MDD と比べて，日本語学習者

が言語能力の上達に伴った文の統語的複雑さの変化をよりよく表すことができると述べて

いる。しかし，この研究は通時的データを用いておらず，2 年生と 3 年生は違う母集団にな

っていることから，MDD は確かに学習者の統語的複雑さの経時変化を測ることができない
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かについてはさらに詳細に検討する必要がある。 

さらに，李ほか（2023）が I-JAS を利用し，平均文長（以降「MLS」）および T ユニット

の数の平均値（以降「MLT」），従属節の割合（以降「DC/C」），T ユニットの割合（以降

「T/S」），MDD を日本語学習者の作文における統語的複雑さを測定する指標としてその有

効性を検証したが，結果として MDD が MLS，MLT，DC/C の不足している部分を補えると

いう結論に達した。しかし，この研究の最後に，研究対象とした学習者の国籍がそろってい

ないことが不足点として取り上げられ，また使われた I-JAS のデータも共時的データである

ため，その結論が中国人日本語学習者の通時的データに適用できるかはまだ明らかにされ

ていない。 

最後に，本稿で扱う指標についても少し述べたい。多重回帰分析で得られた日本語の文章

のリーダビリティーを測る公式1には平均文長が含まれており（李 2016），平均文長が長け

ればリーダビリティー指数が小さく，文章がより複雑で読みにくいことに鑑み，平均文長も

文の複雑さの一側面を反映しているのではないかと思われる。それゆえ，本稿でも平均文長

を中国人日本語学習者の文の統語的複雑さを測定するための一つの指標として採用するが，

李（2016）では何をもって平均文長を測ったかに関する説明は見当たらなかった。従来の研

究は文字数に基づく平均文長（和田 2002），または文節数に基づく平均文長（樺島・寿岳

1965）という二つの測定方法に分かれているため，本稿では文字数に基づく平均文長と文節

数に基づく平均文長の両方を採用し，それに加えて通時的作文データでその有効性を確認

されたことがない MHD と MDD を具体的な指標とする。 

ここまで先行研究を振り返ったが，本稿は先行文献を踏まえた上で，，中国人日本語学習

者が産出した作文の通時的データを対象に，上述した 4 つの指標を採用し，中国人日本語学

習者は言語発達のプロセスにおいて，言語能力の上達につれて文の統語的複雑さがどんな

変化を遂げるのかを分析していきたい。 

 

３．研究課題 

本稿は，次の三つのリサーチクエスチョン（RQ）に答えるためのものである。 

RQ1：文字数に基づく平均文長と文節数に基づく平均文長，MDD，MHD は中国人日本語

学習者の通時的作文データにおける統語的複雑さの経時変化を有効に測ることができるの

か。 

RQ2：中国人日本語学習者の学習時間が長くなるとともに，有効だと検証された指標はそ

れぞれいかに発展し，いかなる変化が起きたのか。 

RQ3：中国人日本語学習者の言語能力の発達プロセスにおいて，有効ないくつかの指標は

どのような関係にあるのか。 

 

４．研究方法 

４.１ 本稿で使用するデータ 

本稿は，「湖南大学学習者中間言語コーパス」に収録されている湖南大学外国語学院日語

系の学部生 94 人が大学一年生から大学四年生まで書いた 19 回の作文データより，他学科

への転出や他国・他地域への留学，そして入学前に日本語学習経験がある学生を除いた 63

 
1 リーダビリティー指数の公式は「X={平均文長*-0.056}+{漢語率*-0.126}+{和語率*-0.042}+{動詞率*-
0.145}+{助詞率*-0.044}+11.724」である（李 2016）。 
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名の学生の作文データを使用する。このコーパスでは，作文を書いた回数と日，学年といっ

た情報も付いており，収録された作文データは 3 年 1 か月2にわたっている。 

 

４.２ 指標 

まず，文字数に基づく平均文長は和田（2002）を踏まえ，「句読点，括弧，?などの記号

も文字数に算入」（和田 2002：65）する。文節数に基づく平均文長は樺島・寿岳（1965：

124）に準じ，「一つの文が含む自立語の数によって文の長さを考える」ことにする。 

次に，平均依存距離（MDD）は平均係り受け距離とも呼ばれている（今田 2022）。係り

受けとは，主節とそれに係る従属節との関係を意味し，ある従属節がその係り先となる主節

までの距離（文節数）を係り受け距離という。MDD は，まず一文におけるすべての従属節

とその係り先となる主節までの距離（主節の番号から従属節の番号を引くことで得られる）

の和を求めた上，その和を文における係り受け関係の数（文節数-1）で割ることで計算され

る（李ほか 2022，今田 2022）。 

一般的には MDD が次の式（1）で計算される（李ほか 2022：530 を参照した）。式（1）

にある nは一文におけるすべての文節の数であり，「文の主節」はどの文節にも係らず，計

算する際に除く必要があるため，分母が n-1になる。そして，DDiはその文における i 番目

の係り受け関係の距離を表す。 

MDD =   （1） 

MDD の計算方法の一例として，図 1 に「あの男は公園のベンチにいた怪しい男だ」（樺

島・寿岳 1965：66 より引用）の係り受け関係と距離を示す。この例文の平均係り受け距離

（MDD）を式（1）に従って計算すれば「（1+5+1+1+2+1+0）/ (7-1) = 1.833」となる。 

 

 

図 1 「あの男は公園のベンチにいた怪しい男だ」の係り受け関係と距離 

 

最後に，平均階層距離（MHD）の計算方法を述べるが，これには樺島・寿岳（1965）と

Jing & Liu（2015）による 2 つの計算方法がある。樺島・寿岳（1965：65－70）が初めて日

本語における文構造特性値を提出したが，英語の平均階層距離（MHD）の計算方法を初め

て紹介・採用した Jing & Liu（2015：164－165）の内容と照らし合わせると，MHD と文構造

特性値の考え方と計算方法はほぼ同じであることがわかった。ただ，Jing & Liu（2015）に

よる MHD の式には「文の主節」が含まれておらず，しかも最小単位が英単語であるのに対

し，樺島・寿岳（1965）による文構造特性値の式に「文の主節」が含まれており，最小単位

はそれぞれ自立語が一つしかない文節となっているという違いがある。 

具体的には，李ほか（2022：531）は樺島・寿岳（1965）が提出した文構造特性値の計算

方法を以下の式（2）のようにまとめた。式（2）の nは一文における文節数を表わし，diは

「1 文における i個目の文節の階層距離を表す」（李ほか 2022：531）。それに対し，Jing & 
 

2 2009 年 11 月から 2012 年 12 月までの作文データが本コーパスに収集された。 
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Liu（2015：164）は MHD の計算方法を式（3）のように書いたが，nは一文における係り受

け関係の数（文節数-1）であり，HDiは式（2）の diと同じことを指す。 

文構造特性値 ＝  （2） 

MHD ＝  （3） 

式（2）と（3）より，文構造特性値と MHD の考え方と計算方法が大体同じであることが

わかった。よって，本稿では文構造特性値と MHD を同じ指標と見なし，以降は「MHD」で

呼ぶことにする。ここで注意すべき点として，本稿では上述した MDD の計算方法と一致を

保つべく，MHD を計算する際，基本的に計算過程に「文の主節」が含まれない Jing & Liu

（2015）の方法を採用し，計算方法を以下の式（4）のように変更した。 

MHD ＝  （4） 

式（4）の n と HDi はそれぞれ式（1）と式（3）のと同じことを指し，n-1 は主節を除い

た数値である。そして，同じく「あの男は公園のベンチにいた怪しい男だ」で計算すると，

この文の MHD は「（1*3+2*2+3*1）/ (7-1) = 1.667」となる（図 2 をご参照）。 

 

 

図 2 「あの男は公園のベンチにいた怪しい男だ」の階層関係と距離 

 

４.３ 研究問題に答えるための前提 

本稿の RQ1 に答えるために，2 つの前提がある。まずは文字数，文節数に基づく平均文

長と MDD，MHD が文の統語的複雑さを反映できるという仮説である。今田（2023：3）は，

「文長は文の複雑性を代表する基礎的な指標と見なされており，文の可読性（リーダビリテ

ィ）を評価するためにしばしば利用される」と書いている。そして，MHD に関しては， 

Komori et.al.（2019：5）では「私たちの分析結果から見れば，日本語学習者の作文の統語的

複雑さは MHD で測ることができる」と述べられている。最後に，一般的に文が複雑である

ほど長い係り受け距離が生じやすいとされており（石原ほか 2020：459），人間の認知メカ

ニズムの一つであるワーキングメモリーの制限を受け，線形の文字列が脳に入った後，主節

が現れるまではそれに係る従属節がワーキングメモリから解放されないのがその原因であ

る（劉・方 2018：33－34；劉 2022：10－17）。したがって，ワーキングメモリに貯蔵され

た従属節はその係り先の主節との距離が長いほど，理解に支障をきたし，文の統語的複雑さ

が増す。つまり，MDD が大きければ，文がより複雑になるのである。それゆえ，本稿で分

析に使う 4 つの指標は確かに学習者の統語的複雑さを反映できると考えられる。 
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2 番目の仮説は学習時間が長ければ長いほど，学習者が産出した内容の統語的複雑さが高

くなることであるが，これは Komori et.al.（2019：4）にある表 6 の結果によって裏付けら

れ，3 年生の中国人日本語学習者は 2 年生より MHD と MDD が高くなったということは統

計的に有意であることが読み取れる。 

上述した二つの前提が満たされればこそ，4 つの指標が学習時間の増加とともに上昇する

傾向を呈する際に，この 4 つの指標は統語的複雑さの経時変化を有効に測定できると言え

るのである。 

 

４.４ データ処理手順 

本稿で扱う学習者の作文データは以下の手順を踏まえて処理する。 

（1）CaboCha の解析精度に影響を与えないように，学習者の産出した作文にある句読点

のタイプミスを目視で訂正する。例えば，「私の家族は 3 人です、母と父と私です、」（01-

01「私の家族」2009.11.5.湖南大学）の「です、」を「です。」に直す。また，句読点の書き

方が全角に統一されない場合は全角に統一し，日本語にない中国語ならではの記号（「！」・

「？」・「…」など）がある場合は Python でクリーニングし，全部全角の「。」に変更す

る。その後，クリーニングされた作文データの文字数に基づく平均文長を算出する。 

（2）クリーニングされたデータを一文一行に整形する。 

（3）CaboCha0.69 で形態素・構文解析を行う。 

（4）（3）の解析結果に基づき，文節数に基づく平均文長と MDD，MHD を計算する。 

 

５．結果 

５.１ 学習者の言語発達プロセスにおける 4 つの指標の経時変化（RQ1+RQ2） 

上述した指標が学習時間の増加に伴ってどのように変化したかを検討すべく，本稿では

相関係数を使用するが、各変数はピアソン相関係数を計算する要件を満たしていないため、

R の cor.test 関数で 4 つの指標と作文回数との各々のスピアマン相関係数を計算した結果を

表 1 にまとめた。そして、データの傾向をより明らかに示すために，4 つの指標それぞれが

作文回数との散布図を図 3 に示した。 

 

表 1 4 つの指標と作文回数とのスピアマン相関係数 

4つの指標 作文回数とのスピアマン相関係数 p値 

文字数に基づく平均文長 0.922807 1.844e-06*** 

文節数に基づく平均文長 0.9421053 5.087e-06*** 

MDD 0.8824561 <2.2e-16*** 

MHD 0.922807 1.844e-06*** 

 

表 1 より，文字数，文節数に基づく平均文長と MDD，MHD はいずれも作文回数と強い

正の相関関係が認められ，しかもすべての相関関係は統計的な有意差が検出されたことが

伺える。よって，4.3 節の二つの前提条件を踏まえ，この 4 つの指標は中国人日本語学習者

の通時的作文データにおける統語的複雑さの経時変化を有効に測ることができると言える。 
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図 3 4 つの指標と作文回数との散布図 

 

図 3 から，4 つの指標のどれもまず増加傾向にあり，ピークになった後減少に転じた様相

を呈していることが読み取れる。ただ，文字数に基づく平均文長が最高点に達したのは 14

回目（600 日あたり3、大学 2 年生下半期に当る）であるが，そのほかの 3 指標は 17 回目

（910 日あたり、大学 3 年生下半期に当る）である。 

次に，DST 理論の研究方法として頻繁に使用されてきた moving min-max graph を用い，

63 の学習者が大学 4 年間を通じて書いた作文における 4 つの指標のより詳しい変化を見て

いきたい。moving min-max graph は Van Geert・Van Dijk（2002）によってはじめて提出され，

最大値と最小値で形成された幅は単に平均値で表せないデータに潜む発展パターンを抽出

できるのが特徴である（Van Geert・Van Dijk 2002：353）。その描き方は紙幅の都合上ここ

で割愛するが，ウィンドウの大きさを 5 にした4。前節で触れたように，DST 理論の視角か

らみた学習者の言語発達プロセスはダイナミック・システムと見なされ，最大値と最小値の

幅が狭くなれば，そのシステムはより安定になるのに対し，広くなればシステムは安定性を

失ってしまい，アトラクター状態（attractor state5）からリペラー状態（repeller state）に転じ

ようとするとされている（江・王 2015：510；郭・朱 2022：120）。図 4 は本稿で扱う各指

標の moving min-max graph を示している。文字数に基づく平均文長の最大値と最小値の幅

は 1 回目から 6 回目までは徐々に狭まり，6 回目から 11 回目までは広くなった後だんだん

狭くなり，さらに 11 回以降も同じ傾向が現れた。また，文節数に基づく平均文長の幅は 8

回目を境に，その前は幅の拡大に幅の縮小，その後は大きく変化せず，着実に増加していっ

 
3 当コーパスの研究協力者に被験者の学習開始時間を尋ねたところ，2009 年 10 月 8 日より本格的に日本

語の勉強を開始したことが分かり，勉強し始めた日と作文を書いた日との差で学習日数を計算した。 
4 本稿の作文データは 19 回あるため，ウィンドウの大きさは郭・朱（2022）を参考にした。 
5 この専門用語の訳し方に関して，小山（2015）を参照した。 
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た。MDD と MHD も文節数に基づく平均文長とほぼ同じトレンドが確認できた。 

 

  

  

図 4 4 つの指標の moving min-max graph（横座標が作文回数） 

 

最後に，変化点検出（change-point analysis，以降「CPA」。Talor 2000；鄭 2017，2018；

朱・劉 2019；郭・朱 2022）という DST で多用される技術をもって，各指標が突然変化した

時期を確かめた（図 5 をご参照）。その結果，文字数に基づく平均文長が急に上がったのは

9 回目であり，文節数に基づく平均文長と MHD はどちらも 6 回目と 11 回目，そして MDD

は 6 回目と 12 回目であると検出された。さらに，各指標の急変した時期に準じグループ分

け，各段階の平均値に対し，文字数に基づく平均文長は T 検定を，そのほかは一元配置分散

分析を行ったところ，各段階の平均値はいずれも統計的有意差が観察された。 
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図 5 各指標の変化点検出の結果（横座標は作文回数） 

 

５.２ ダイナミック・ システムズ理論から見た 4 つの指標の関係（RQ3） 

本節では，4 つの指標がいかに絡み合って発展してきたかに焦点を当てて分析する。 

まず，4 つの指標間のスピアマン相関係数について計算した結果，6 つの組み合わせは皆

強い正の相関があり，統計的にも有意であることがわかった（表 2 をご参照）。これは，4

つの指標のどれも文の統語的複雑さを反映しているが，それぞれが測る複雑さの側面は少

し異なることが推察される。また，文節数に基づく平均文長と MDD，MHD による組み合

わせの相関係数が高いことから，この 3 指標の類似性をほのめかすのではないかと思われ

る。 

 

表 2 4 つの指標間のスピアマン相関係数 

指標 
文字数に基づく

平均文長 

文節数に基づく

平均文長 
MDD MHD 

文字数に基づく

平均文長 
1 — — — 

文節数に基づく

平均文長 
0.8877193*** 1 — — 

MDD 0.8315789*** 0.977193*** 1 — 

MHD 0.9017544*** 0.9561404*** 0.9157895*** 1 

 

次に，ウィンドウの大きさを 5 にした移動相関係数図（鄭 2015，2018）で各指標間の動

的な関係を確認した結果を図 6 にまとめた。この図より，文字数に基づく平均文長は 13 回

目6から 19 回目ぐらいになると，ほかの 3 指標との関係が正からだんだん弱い負の相関関係

に転じた傾向が見受けられる。また，文節数に基づく平均文長は MDD にしても MHD にし

ても，3 年 1 か月を通じてずっと正相関を保っていた。ただ，MDD と MHD は最初と 14 回

あたりに中程度の負の相関が見て取れる。 

 

 
6 図 6 で文字数に基づく平均文長が他の 3 指標との間，負の相関が確認されたのは 15 回目―19 回目であ

るが，移動相関係数を計算する際にウィンドウの大きさを 5 にしたため，15 回目の数値は 13 回目―17 回

目の各指標の数値で算出された。従って，負の相関が現れたのは 13 回目―19 回目と考えられる。 
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図 6 4 つの指標間の移動相関係数図（横座標は作文回数） 

 

６．考察 

以上，DST 理論の研究方法を援用した結果について説明したが，それを以下のようにま

とめる。 

（1）RQ1：文字数，文節数に基づく平均文長と MDD，MHD はすべて学習時間と統計的

に有意な強い正の相関が確認され，4 つの指標は中国人日本語学習者の通時的作文データに

おける統語的複雑さの経時変化を有効に測定できることを示している。 

（2）RQ2：4 つの指標は 19 回の作文データでいずれもまず上昇し，ピークを過ぎたら減

少に転じた傾向であるが，文字数に基づく平均文長のピークは 600 日あたりであり，残りの

3 指標は 910 日あたりになっている。 

（3）RQ2：各指標の moving min-max graph を確認したところ，文字数に基づく平均文長

はほかの 3 指標と異なる発展のトレンドを見せた。 

（4）RQ2：各指標が突然変化した時期を CPA で検証した結果，文字数に基づく平均文長

が急上昇したのは 9 回目で，残りの 3 指標は 6 回目と 11・12 回目あたりであることが検出

された。 
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（5）RQ3：各指標の間のスピアマン相関係数を計算してみると，6 つの組み合わせはすべ

て統計的に有意な強い正の相関が認められた。 

（6）RQ3：最後に，各指標がいかにほかの指標と関係しあって発展してきたかを移動相

関係数図で分析した。 

 

本節では具体的な DST 理論の観点を用い，研究問題をさらに掘り下げる。 

まず，文字数に基づく平均文長が頂点に達した時点はほかの 3 指標より学習日数が短い

こと（図 3 をご参照），moving min-max graph ではほかの 3 指標が示す幅の縮小・拡大の傾

向は文字数に基づく平均文長よりもっと似ていること（図 4），CPA で検証された突然変化

した時期もほかの 3 指標がより近く重なっていること（図 5），ほかの 3 指標がお互いとの

相関係数はより高いこと（表 2），そして文字数に基づく平均文長がほかの 3 指標との移動

相関係数図のトレンドは似ていること（図 6）から，文字数に基づく平均文長が測る文の統

語的複雑さは，そのほかの 3 指標とややかけ離れていると思われる。それは，ほかの 3 指標

を計算する際に使用する単位はいずれも文節であり，文字数ではないからであると推測で

きる。 

また，前節で述べたように，DST 理論における moving min-max graph の幅はシステムの

安定性を意味するが，学習者の言語発達プロセスに応用する場合，幅の拡大は一つのシステ

ムと見なされる学習者の言語発達プロセスが今まで保ってきた平衡が破られ，安定性がな

くなるが，これから発展していくことを表わしている。それに対し，幅の縮小はアトラクタ

ー状態からより安定なアトラクター状態へと移行し，平衡を取り戻しつつあることを意味

する（鄭 2011；朱・劉 2019；郭・朱 2022）。したがって，文字数に基づく平均文長が一番

伸びたのは二年生後半から三年生後半まで（11 回目―17 回目）の時期であるに引き換え，

文節数に基づく平均文長と MDD，MHD は大学一年生の頃（3 回目―8 回目）に一番大きな

発展を遂げたことが考えられる。それに加え，文字数に基づく平均文長とそのほかの 3 指標

が最高点に達したのはそれぞれ 14 回目（600 日あたり）と 17 回目（910 日あたり）である

ことから，文の統語的複雑さの異なる側面の力の発達時期がずれていることが読み取れる。

実際，各サブシステムが動的平衡に達する前に，各サブシステムが協働して発展することは

難しく，それぞれ発達のスピードが違うということも鄭（2015）で指摘された。そして，4

つの指標の幅はすべて縮小と拡大を繰り返しているのは，ダイナミック・ システムが持つ

非線形性と自己組織性（Larsen-Freeman 1997：142）という特徴の体現であり，具体的には

システムにおける各変数は共働作用と相互作用で調整しアトラクター状態に達する（De Bot, 

et al. 2013：210）。また，この繰り返しは，第二言語の発展プロセスが一つのアトラクター

状態から次のアトラクター状態へと移行する過程である（蘇 2018：26）という観点と呼応

している。本稿の研究対象である 63 の学習者もこのように，新しい知識が既存のシステム

に取り入れられながら，すでにシステムの一部分と化したほかの変数と影響し合って段階

的，非線形的に発展してきた（Verspoor et al. 2008：229）と思われる。 

さらに，システムが著しく発展する際には変動を伴うリペラー状態にあるので，より多く

の認知資源が必要になる（鄭・馮 2017：65）が，そのシステムに配分される資源は限りがあ

るのに加え，各サブシステムに不均衡的に割り当てられた影響で，サブシステム間では資源

をめぐる競争が引き起こされてしまう(Van Geert 1991：45)。図 4 と図 6 を合わせてみれば

分かるように，文字数に基づく平均文長が最も大きく発展した際（11 回目―17 回目）に，

ほかの 3 指標と負の相関に転じたのは，認知資源の配分のアンバランスによる現象である。
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つまり，学習時間が増えれば増えるほど，学習者が表現できる内容も多くなり，作文を長く

書ける能力は一番伸びようとする時，文節数に基づく平均文長と MDD，MHD が反映する

側面で，文を複雑に書くことに対する認知資源の配分が不充分であることから，文字数に基

づく平均文長が増加傾向にあるに引き換え，ほかの指標は認知資源の制限で文字数に基づ

く平均文長と違う方向に転じたことが推測される。 

最後に，CPAおよびそれに基づいたT検定とANOVAの結果についても少し説明したい。

DST の視角では，時系列データにおける突然の変化が現段階のアトラクター状態を次のア

トラクター状態へと移行させる重要なポイントである(De Bot et al. 2007:14)。アトラクター

状態にあるとはいえ，システムが静止しているわけではなく，システム内の各相互作用が一

時平衡を保っており，エネルギーがシステムに蓄積しつつあるという相対的に安定性を保

っている状態である（蘇 2018：24）。いざエネルギーが上限を超えてしまうと，解放された

エネルギーは元のシステムの平衡を破り，システムの再構築を促すことになる。つまり，第

二言語習得のプロセスは安定と突然の変化の繰り返しである（蘇 2018：25－26）。よって，

本稿における学習者の第二言語の発展プロセスでは，文字数に基づく平均文長が突然変化

したのは日本語を学び始めてからの 340 日前後であり，残りの 3 指標は 190 日と 400 日前

後である。そして，いずれの変化が大きく，前の平衡を崩したのみならず，変化した後の 4

指標の平均値は前より顕著に上昇したことから，上述した 3 つの重要な時点で学習者は大

きな成長を遂げたことが明らかになった。 

 

７．おわりに 

本稿では DST 理論を援用し，「湖南大学学習者中間言語コーパス」に収録される 63 名の

学生が 3 年 1 か月を通じて産出した作文を研究対象に，文字数に基づく平均文長，文節数

に基づく平均文長，MDD と MHD を文の統語的複雑さの変化を測る指標として分析を行っ

た。その結果、以下の 4 点が明らかになった。まず、4 指標はいずれも中国人日本語学習者

の通時的作文データにおける統語的複雑さの経時変化を有効に測定できる。そして、moving 

min-max graph や CPA、移動相関係数図等から、文節数に基づく平均文長と MDD、MHD は

文字数に基づく平均文長より発展パターンがもっと似ていることがわかり、文字数に基づ

く平均文長は他の指標と比べて一番伸びた時期とピークに達する時期が違っているので、

文の統語的複雑さの異なる側面の力の発達時期がずれていることも読み取れる。実際、ダイ

ナミック・システムである学習者の言語発達プロセスに含まれる各サブシステムが動的平

衡に達する前に、各サブシステムが協働して発展することは難しく、それぞれ発達のスピー

ドが違うということも先行研究で指摘された。また、文字数に基づく平均文長が調査期間の

後半になると、他の 3 指標と負の相関に転じたのは、認知資源の配分のアンバランスがその

原因であると考えられる。最後に、4 指標に現れた傾向は、システムにおける各サブシステ

ムの共働作用による調整と、突然の変化がもたらす現段階のアトラクター状態から次のア

トラクター状態への移行の繰り返しであり、これは先行研究で言及された第二言語習得の

プロセスの特徴でもある。 

ただ，本稿は学習者の集団に焦点を当てて分析を行ったが，DST がより重んじるのは学

習者一人一人の発展パターンであり（Larsen-Freeman 2006），今後は個人としての学習者を

取り上げて詳細に検討する必要がある。また，4 つの指標が測る統語的複雑さの側面にはど

のような違いがあるかについては今後の課題としたい。 
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